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目的　特定高齢者の候補者を対象に，介護予防サービスへのアクセスの阻害要因について，通所型
と訪問型のサービスニーズの重複およびサービスの利用意向の乏しさの 2側面から検討する。

方法　対象は，東京都下の市に在住の65歳以上の高齢者を対象とした郵送調査の回答者の中から，
厚生労働省が作成した生活機能の基本チェックリストに基づき特定高齢者の候補者として選定
された900人であった。分析は以下 2 つの視点から行った。第 1 の視点は，通所型と訪問型の
サービスニーズの重複割合を分析することであった。通所型サービスニーズのある人とは，運
動器の機能向上，栄養改善，口腔機能の向上であり，訪問型サービスニーズのある人とは，う
つの予防・支援，閉じこもりの予防・支援，認知症の予防・支援のいずれかに該当するものと
した。第 2の視点は，介護予防サービスの利用意向の乏しさを分析することであり，介護予防
サービスの中心となっている各通所型サービスについて，ニーズがある人を対象に利用意向の
ない人の割合と利用意向に影響する要因を分析した。要因の候補には健康度，介護予防の認知
度，社会的ネットワーク，医療機関への通院を位置づけた。

結果　通所型サービスニーズは99％の人がもっていたが，通所型と訪問型のサービスニーズが重複
している人は特定高齢者の候補者全体の71％にみられた。利用意向については， 3種類の通所
型サービスのいずれも，ニーズがあるにもかかわらず利用意向がない人が約80％いた。利用意
向の要因をニーズの多かった運動器の機能向上と口腔機能の向上について分析したが，いずれ
のサービスとも地域組織への参加頻度が低い人で利用意向のない人の割合が有意に高かった。

結論　介護予防サービスに対する特定高齢者のアクセスを阻害する要因の一つとして，訪問型と通
所型のサービスニーズの重複が考えられた。アクセスを向上させるには訪問型サービスの拡充
を図ることが重要であることが示唆された。さらに，通所型サービスについては，利用意向が
低いこともサービスへのアクセスを阻害する要因の一つであった。利用意向を高めるためには，
地域組織への参加など特定高齢者の社会的ネットワークの拡充を図ることが重要であることが
示唆された。

キーワード　特定高齢者，サービスへのアクセスの阻害要因，通所型サービス，訪問型サービス，
サービスの利用意向

Ⅰ　緒　　　言

　2005年の介護保険制度の改定では，要介護認
定者に至らないための施策として地域支援事業

が導入された。この事業では，介護予防の対象
として新しく特定高齢者という範

はんちゅう

疇が設けられ
た。この範

はんちゅう

疇の高齢者は要介護認定に至らない
までも要介護認定者になるリスクを多く抱えた
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人であり，地域支援事業の目的は，この特定高
齢者を早期に把握し，介護予防サービスを提供
することで，要介護認定者への移行を防止する
ことにあった。
　特定高齢者に対するケアプランの作成は要支
援 1・ 2と共通して地域包括支援センターの保
健師が行う。提供される介護予防サービスには，
運動器の機能向上，栄養改善，口腔機能の向上，
閉じこもりの予防・支援，認知症の予防・支援，
うつの予防・支援の 6種類が位置づけられた。
そして，これら介護予防サービスの効果が検証
されてきている1）。
　他方，特定高齢者施策の中でもサービスへの
アクセスについては，必ずしもうまくいってい
ないことを示すデータがある。2007年度に行わ
れた介護予防事業に関する調査2）によれば，特
定高齢者として把握された人の割合は高齢者の
中で2.5％，介護予防サービスを受けた人の割
合は同0.3％であり，サービスの利用実績につ
いて高齢者の 5％という当初の目安を大きく下
回る結果であった。つまり，介護予防サービス
が開発・導入され，サービスの利用者について
はその効果が確認されてきているにもかかわら
ず，対象者となる特定高齢者の把握とその後の
サービス利用が必ずしも円滑にいっていないこ
とが示唆されている。
　特定高齢者に関する研究については，基本健
康診査で把握される割合が少ないことを指摘し
た研究3）や健診受診に関連する要因の研究4），
特定高齢者と非特定高齢者の違い5）‒7）や特定高
齢者と要支援高齢者の違いに言及した研究8）な
どが行われているものの，特定高齢者として把
握された後の介護予防サービスへのアクセスの
問題については解明がほとんど進んでいない。
　本研究の目的は，特定高齢者の候補者を対象
に，介護予防サービスへのアクセスを阻害する
要因について，サービスの利用上の制約とサー
ビスの利用意向の乏しさという 2側面から検討
することにある。
　利用上の制約に関しては，次のような理由か
ら阻害要因として取り上げた。運動器の機能向
上，栄養改善，口腔機能の向上の 3種類のサー

ビスは，主として通所型サービスで対応するこ
とになっている。閉じこもりの予防・支援，認
知症の予防・支援，うつの予防・支援の 3種類
のサービスについては，必要な場合には訪問型
のサービスで対応することになっている9）。そ
のため，通所型サービスニーズをもつ人が訪問
型のサービスニーズを重複してもっていた場合
には，通所型サービスへのアクセスが阻害され
る可能性が高くなると考えられる。
　サービスの利用意向の乏しさは，利用が強制
されることがないかぎり，直接，サービスのア
クセスに影響する。特定高齢者として把握され，
専門家によってサービスニーズが評価されても，
特定高齢者自身が当該サービスを利用する意向
をもたなければサービスの利用に至らず，サー
ビスが介護予防に貢献することはない。
　サービスの利用意向については関連要因の分
析も行う。関連要因の候補として，健康状態，
介護予防の認知度，医療機関への通院，社会的
ネットワークを取り上げた。それぞれの要因を
取り上げた根拠は次のとおりである。①健康状
態については，日常生活動作に障害がある人で
は，身体的に外出が困難であったり，外出意欲
も乏しくなることから，特に通所型サービスの
利用意向がない人の割合が高くなる。②介護予
防への認知度については，次のような根拠に基
づいている。健診受診に関連する要因の研究で
は，社会的ネットワークが健診受診に有意な効
果をもつことが明らかにされている10）‒12）。この
両者の関係を媒介する要因として健診に関する
理解度が位置づけられており，社会的ネット
ワークが健診に関する理解度の向上を介して健
診受診の促進につながるといった解釈が示され
ている。以上の研究を踏まえ，介護予防に関す
る認知度が低い人では介護予防サービスの利用
意向がない人の割合が高くなると考えた。③社
会的ネットワークについては，Umberson13）の
枠組みに基づき以下のような作用を及ぼすと考
えた。Umbersonは，社会的ネットワークの保
健行動に与える効果の機序として，社会的統制
論の視点から保健行動を実施することに対する
周囲の期待を内面化したり，行動をしないこと
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に対する周囲からの制裁を通じて保健行動が促
されるという仮説を提案した。この仮説に依拠
するならば，社会的ネットワークが小さい人で
は，介護予防サービスを利用してほしいという
周囲の期待あるいはこのようなサービスを利用
しないことによる周囲からの批判を受ける機会
が少なくなるため，介護予防サービスの利用意
向がない人の割合が高くなる。さらに，既述の
ように，社会的ネットワークが小さい人では介
護予防に関する情報に接する機会が少なく，そ
のため介護予防に関する認知度も低いと考えら
れることから，介護予防サービスの利用意向が
ない人の割合が高くなる。④医療機関への通院
については，渡辺14）が健診に関する要因分析の
際に示した仮説を参考に，相反する 2つの見方
が可能であると考えた。通院によって医療ス
タッフからの介護予防サービス利用についての
アドバイスを受ける機会が増し，サービスの必
要性に対する理解度が高まる，あるいは介護予
防サービスを利用するように医療スタッフから
進められるとするならば，介護予防サービスの
利用意向がない人の割合を低下させるように作
用する。他方，通院することで医師の診察を受
け，すでに治療していることから新しく介護予
防サービスは利用する必要ないと高齢者が考え
ることにつながるとするならば，サービスの利
用意向がない人の割合を増加させるように作用
する。

Ⅱ　研　究　方　法

（ 1）　調査対象と方法
　対象地域は東京都下のＡ市であった。当該市
に在住の65歳以上住民31,545人（2007年10月 1
日時点，外国人登録者も含む）から，単純無作
為に5,000人を抽出し対象者とした。
　調査は自記式調査票を用いた郵送法で行った。
回答者は原則，対象となった高齢者本人とした
が，健康上の理由などで記入・回答できない場
合には，代理人に記入・回答を依頼した。調査
時期は2007年10月下旬から11月末であった。回
収数は4,195で，回収率は83.9％であった。

（ 2）　分析項目
　1)　特定高齢者の候補者の抽出
　厚生労働省が示した生活機能の基本チェック
リスト15）に基づき特定高齢者の候補者を抽出し
た。抽出基準は2007年度に行われた見直し後の
基準を用いた。
　2)　通所型と訪問型のサービスニーズの有無
　基本チェックリストに基づき，通所型サービ
スについては，閉じこもりの予防・支援，認知
症の予防・支援，うつの予防・支援のいずれか
のニーズをもつ人をニーズありとし，訪問型
サービスについては，運動器の機能向上，栄養
改善，口腔機能の向上のいずれかのニーズをも
つ人をニーズありとした。
　3)　サービスの利用意向の有無
　介護予防サービスの中心となる通所型のサー
ビスに着目し16），運動器の機能向上，栄養改善，
口腔機能の向上というサービスのニーズ別に特
定高齢者の候補者を分類した上で，運動器の機
能向上については「機器を利用する，筋力の向
上を目的とした体操教室」，栄養改善について
は「食生活を充実させることを目的とした調理
実習のある栄養教室」，口腔機能の向上につい
ては「歯や入歯などの手入れについての講習」
あるいは「むせや口の渇きを予防する，お口の
筋力向上のための教室」への参加意向に基づき，
それぞれのサービスの利用意向の有無を評価した。
　4)　利用意向の有無に影響する要因
　　①　健康度
　日常生活動作で測定した。日常生活動作の測
定項目は，入浴，食事，着替え，排泄，歩行の
5種類であり，これらの動作のうち 1つでも手
助けが必要な人を要介助，いずれの項目とも手
助けが必要ないという人は介助必要なしとした。
5項目のうち欠損値を 1項目以上もっているも
のでも 3項目以上に回答しており，いずれも日
常生活動作に手助けが必要なしの場合には介助
必要なしとして分析に投入した。
　　②　介護予防の認知度
　介護予防の認知度については，測定スケール
が開発されていない。そのため，平成19年度厚
生労働白書17）を参考に，介護予防施策の基本的
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な事項を取り上げ，それらをどの程度認知して
いるかで測定した。その事項とは「自治体が
行っている健診などを利用して要介護になる可
能性の高い人を把握する」「要介護になる可能
性の高い人を対象に，介護状態にならないため
の事業（転倒予防，栄養相談，口腔ケアなど）
を実施する」「地域包括支援センターが中心と
なって介護予防や高齢者相談を行う」ことであ
り，それぞれについて「知っている」「知らな
い」という選択肢を用いて回答を得た。各選択
肢に 1点と 0点を配点し，それを単純加算する
ことで認知度の得点を算出した。クーロンバッ
クの信頼性係数αは0.813であった。 3 項目の
うち 1 項目以上欠測値をもつケースは全体の
10.2％であった。できるだけ多くのケースを分
析に生かすため，1項目のみ欠測値をもつケー
ス（全体の4.2％）については，回答のあった
2項目の得点を元に回答割合で割り戻すことで
3項目を回答した場合の得点を推定し，分析に
加えた。
　　③　社会的ネットワーク
　ネットワークの種類によって健診受診に与え
る効果が異なるという先行研究4）に基づき，
ネットワークの種類別に分析することにした。
ネットワークの種類としては，「世帯員数」「別
居の子どもや親族との交流頻度」「友達や近所
との交流頻度」「地域組織への参加頻度」をと
りあげた。「世帯員数」では「 2人以上か」「 1
人」で測定した。「別居の子どもや親族との交
流頻度」「友達や近所との交流頻度」「地域組織
への参加頻度」については，「 1 週間に 2 回以
上」「 1 週間に 1 回くらい」「 1 カ月に 2，3
回」「 1カ月に 1回くらい」「 1カ月に 1回より
少ない」「まったくない」という選択肢を用い
て回答を得た。予備的な分析の結果，回答の選
択肢については，「 1週間に 2回以上」「 1週間
に 1 回くらい」「 1 カ月に 2，3 回」「 1 カ月に
1 回くらい」と「 1 カ月に 1 回より少ない」
「まったくない」で利用意向に大きな違いが
あったため， 2区分で分析することとした。
　　④　医療機関への通院
　調査時において病気やケガで医療機関に通院

しているか否かで測定した。
　　⑤　調整変数
　性，年齢といった基本属性，さらに社会的
ネットワークとサービスの利用意向の両者に影
響を与え，擬似相関を生じさせる可能性がある
就学年数を調整変数として加えた。

（ 3）　分析方法
　1)　通所型と訪問型のサービスニーズの重複
　通所型と訪問型のサービスニーズをもつ人の
割合をそれぞれ算出するとともに，通所型と訪
問型のサービスニーズを重複してもつ人の割合
を算出した。
　2)　通所型サービスの利用意向がない人の割合
　運動器の機能向上，栄養改善，口腔機能の向
上それぞれのサービスニーズのある人を対象に，
サービスの利用意向がない人の割合を算出した。
　3)　サービス利用意向に影響する要因
　運動器の機能向上，栄養改善，口腔機能の向
上それぞれのサービスニーズのある人を対象に，
利用意向の有無を従属変数，健康度，介護予防
の認知度，社会的ネットワーク，医療機関への
通院，調整変数を独立変数として，多重ロジス
テ ィ ッ ク 分 析 を 行 っ た。 分 析 はPASW 
Statistics 18.0で行った。
　4)　分析対象者の特性
　分析対象は本人が回答しており，かつ特定高
齢者の候補者として判断された900人であった。
特定高齢者の候補者の割合は，要支援・要介護
認定者を除外した高齢者（3,408人）を分母と
すると，26.4％であった。
　表 1に，特定高齢者の候補者900人の特性を
示した。サービスの利用意向に関する要因の分
析はサービスごとに行うことから，ニーズをも
つ高齢者が多いサービス，具体的には運動器の
機能向上と口腔機能の向上についてのみ行ない，
分析対象者が100人未満の栄養改善については
今回分析を行わなかった。以上の分析は，欠損
値処理をした一部の変数を除き変数に欠損値が
あるケースを除いて行った。
　5)　倫理的配慮
　本研究では，調査対象者が調査に協力するか
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否かについては自由意志に基づくこと，収集し
たデータについてその適切な保管・管理を徹底
すること，データの解析結果の公表に関しては
プライバシーを保持することを遵守した。以上
のことについて，所属する機関の倫理委員会の
承認を得た。

Ⅲ　結　　　果

（ 1）　通所型と訪問型のサービスニーズの重複
　口腔機能の向上のニーズがある人は65.2％，
運動器の機能向上のニーズは52.8％，栄養改善
のニーズは6.3％の人がもっていた。これら通
所型のサービスニーズを 1つでももっている人
の割合は99.3％であった。認知症の予防・支援
のニーズがある人は51.2％，うつの予防・支援
のニーズは48.0％，閉じこもりの予防・支援の
ニーズは13.6％の人がもっていた。これら訪問
型のサービスニーズをもっている人は71.7％で
あった。各ニーズの重複をみると，通所型サー
ビスニーズを単独でもつ人は28.3％，訪問型
サービスを単独でもつ人が0.7％，両方のニー
ズが重複している人が71.0％であった。

（ 2）　サービスの利用意向の有無
　運動器の機能向上のニーズがある439人のう
ち，サービスの利用意向がない人の割合は
78.4％，口腔機能の向上の場合にはニーズのあ
る440人のうち，サービスの利用意向がない人
の割合が77.0％であった。栄養改善については
サービスニーズのある55人のうち，利用意向が
ない人の割合は78.2％であった。既述のように，
栄養改善については分析例数が少なかったため，
利用意向に関連する要因の分析は行わなかった。
　運動器の機能向上に関連するサービスの利用
意向には，地域組織への参加頻度が有意に関連
しており，参加頻度が低い人では利用意向なし
の割合が高かった。それ以外の要因については，
仮説を支持するような結果は得られなかった。
口腔機能の向上については，モデル自体が有意
ではないことから，慎重に解釈することが必要
であるが，結果は運動器の機能向上と共通して

おり，地域組織への参加頻度が低い人では利用
意向なしの割合が高いという結果であった（表
2）。

Ⅳ　考　　　察

　本研究では，特定高齢者の候補者を対象に，
介護予防サービスへのアクセスの阻害要因を分
析した。通所型と訪問型のサービスニーズの重
複に関しては，通所型サービスニーズをもって
いる人が99％とほぼ全数がこのニーズをもって

表 1　分析対象者の特性（ｎ＝900）
通所型のサービスニーズ（％）
あり 99.3
なし 0.6
訪問型のサービスニーズ（％）
あり 71.7
なし 28.3
日常生活動作の介助（％）
必要あり 7.4
必要なし 92.6
介護予防の認知度（点）
平均 1.31
標準偏差 1.25
世帯員数（％）
2人以上 84.8
1 人 15.2

別居親族との交流頻度（％）
月 1回以上 68.6
月 1回未満 31.4
友人・近隣との交流頻度（％）
月 1回以上 60.4
月 1回未満 39.6
地域組織への参加頻度（％）
月 1回以上 45.6
月 1回未満 54.4
医療機関への通院の有無（％）
している 89.1
していない 10.9
就学年数（年）
平均 18.2
標準偏差 2.5
年齢（歳）
平均値 75.9
標準偏差 6.6
性（％）
男性 39.6
女性 60.4

注　1） 　通所型のサービスニーズには，運動器の機能向上，栄養改
善，口腔機能の向上が含まれる。個別のニーズの分布は，運
動器の機能向上が52.8％，栄養改善が6.3％，口腔機能の向
上が65.2％であった。訪問型のサービスニーズには，閉じこ
もり，うつ，認知症の各予防・支援が含まれる。個別のサー
ビスニーズの分布は，閉じこもりの予防・支援が13.6％，認
知症の予防・支援が51.2％，うつ予防・支援が48.0％であっ
た。

　　2） 　各変数の分布は欠損値を除いている。欠損値の割合は，日
常生活動作が2.3％，世帯員数が2.8％，別居親族との交流頻
度が3.6％，地域組織への参加が2.8％，友人・近隣との交流
頻度が2.6％，医療機関への通院の有無が5.2％，介護予防へ
の認知度が6.9％，教育年数が2.3％であった。
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いたが，この人たちの多くが訪問型サービス
ニーズを重複しており，重複者の割合は特定高
齢者全体の71％を占めていた。サービスの利用
意向の面では，通所型のサービスニーズをもっ
ていても利用意向のない人が，サービスの種類
に関係なく約80％を占めることも明らかにされ
た。
　結果は省略したが，本研究で特定高齢者の候
補者として抽出した高齢者の間では，健診を受
けていない人が40％であったことから，そもそ
も健診を受けないために特定高齢者として把握
されない人が40％いる。加えて通所型と訪問型
のサービスの重複の面からみると，健診を受け
て把握されても訪問型のサービスが重複してい
るために通所のサービスへのアクセスが阻害さ
れる可能性のある人は，健診受診の有無によっ
てサービスニーズの重複割合に違いがないと仮
定すると全体の42％（健診受診割合（60％）×
重複者割合（71％））を占める。健診未受診と
サービスニーズの重複の問題を合わせると，計
82％（40％＋42％）の特定高齢者が通所型の
サービスへアクセスできる状況にはないと推定
される。さらに，利用意向の面からみると，各
通所サービスとも約80％の人がニーズがあるに
もかかわらず，利用意向がないことから，各
サービスニーズをもつ人の健診受診割合に差が
ないと仮定すると，健診を受けて把握されても
利用意向がないために通所型のサービスを利用
しない人は全体の48％（健診受診割合（60％）
×利用意向がない人の割合（80％））を占める。
通所サービスについては，健診未受診者の問題
とサービスの利用意向の乏しさの問題を合わせ
ると，88％（40％＋48％）の特定高齢者がサー
ビスニーズがあるにもかかわらずサービスにア
クセスしていないと推定される。
　本研究では，通所型サービスの利用意向につ
いては，口腔機能の向上と運動器の機能向上の
いずれも地域組織への参加がサービスの利用意
向に影響していた。分析に際しては，介護予防
の認知度も要因として投入していることから，
地域組織への参加の効果は介護予防への認知を
介した間接的な効果ではなく，利用意向への直

接効果とみなすことができる。したがって，地
域組織への参加といった社会的ネットワークに
ついては，サービス利用への周囲の期待の内面
化，あるいは利用しない場合の周囲からの批判
など社会的統制を通じて利用意向を高めている
ことが示唆された。特定高齢者を把握するため
の手段として健診受診がある。特定高齢者の健
診受診に関しては，本研究で使用したものと同
じ介護予防に関する認知度の指標を用いた研究
が行われており，その結果は健診受診に有意な
効果をもっているというものであった4）。本研
究の結果と合わせて考察するならば，健診受診
と異なり，サービスの利用意向の場合には介護
予防の必要性を強調し，認知度を高めるという
対策が必ずしも効果的といえないことが示唆さ
れている。
　医療機関への通院については，通所型サービ
スの利用意向に対して有意な効果がなかった。
本研究では，利用意向に対してそれを弱める作
用と強める作用の両方で仮説を設定したが，い
ずれも支持されなかった。本研究結果の妥当性
について追試で検証する必要があるが，いずれ
か一方の仮説が妥当というよりも，弱める作用
と強める作用の両方が相殺しあって有意な効果

表 2　介護予防サービスの利用意向なしに関連する要因
回帰係数

運動器の機能向上 口腔機能向上

日常生活動作の介助
（必要=1，必要なし=0）

-0.668  0.075

介護予防の認知度 -0.111  0.022
世帯員数
（ 2人以上=1，1 人=0）

-0.229  0.154

別居親族との交流頻度
（月 1回以上=1，それ未満=0）

-0.072 -0.061

友人・近隣との交流頻度
（月 1回以上=1，それ未満=0）

 0.045  0.175

地域組織への参加頻度
（月 1回以上=1，それ未満=0）

-0.988** -0.524*

医療機関への通院
（あり=1，なし=0）

 0.02  0.297

就学年数 -0.113* -0.086*
年齢  0.065** -0.014
性（男性=1，女性=0） -0.784**  0.381
定数 -0.513  2.967*
モデル 2（df） 38.886(10)*** 15.361(10)

注　1） 　分析例数は運動器の機能向上では373人，口腔機能の向上では
454人であった。

　　2）　***Ｐ＜0.001, **Ｐ＜0.01, *Ｐ＜0.05
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がみられなかった可能性がある。日常生活動作
については，利用意向に有意な効果をもってい
なかった。特定高齢者の場合には日常生活動作
に支障がある人がいるものの，他人の介助を必
要とするほど重い障害をもつ人は少ない。その
ため，全体としてみるならば，身体的な制約は
通所型のサービスがあっても利用意向を低くす
る要因として大きな問題とならないのかもしれ
ない。
　最後に，本研究の限界・問題点に触れておき
たい。第 1に，特定高齢者の候補者を対象とし
た点である。もし特定高齢者として確定した人
を対象とした場合には，特にサービスの利用意
向に関連する要因については異なる結果が得ら
れる可能性がある。第 2に，介護予防サービス
の利用の有無に影響する要因を直接解明してい
ない点である。本研究では通所型と訪問型の
サービスニーズの重複，利用意向の乏しさの面
から間接的にアクセスの問題にアプローチした
が，介護予防サービスの利用の有無を直接の研
究対象として分析する必要がある。第 3に，仮
説の検証方法についてである。本研究では特定
高齢者の候補者の間で地域組織への参加が利用
意向を促したということについて社会的統制と
いう視点から仮説をたてた。しかし，第 3の要
因として社交性が地域への参加と利用意向の両
方に影響しており，その擬似相関である可能性
を否定できない。社交性などを分析モデルに加
え，両者の関係の解釈について深めていくこと
が必要である。
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